
～訓練・生活支援給付について～

Ｑ２．訓練・生活支援給付は、だれでも受けられるのですか。
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Ａ１．訓練・生活支援給付は、雇用保険を受給できない方が、ハローワークのあっせんにより、基金訓練
又は公共職業訓練を受講している場合に、訓練期間中の生活保障として、被扶養者のいる方には月額
１２万円、単身者には月額１０万円を支給する制度です。

訓練・生活支援給付を受けるためには、基金訓練又は公共職業訓練の受講が決定したあとで、ハ
ローワークにおいて、訓練・生活支援給付の受給資格認定申請を行う必要があります。受給資格が認
定された場合には、訓練開始後、毎月、訓練の実施機関を通じて、支給申請を行うことで、給付金が
支給されます。

受給資格認定申請や支給申請を行わないと、給付金は支給されません。また、申請の時期が遅れる
と、給付金の支給日も遅くなるので、ハローワークなどの説明に従って、できるだけ早く手続きをし
てください。

Ｑ１．訓練・生活支援給付はどのような制度ですか。また、給付を受けるには、どうすればよいのですか。

Ａ２．訓練・生活支援給付は、次のすべてに該当する方が対象となります。
① ハローワークのあっせんを受けて、基金訓練又は公共職業訓練を受講する方
② 雇用保険の求職者給付、職業転換給付金の就職促進手当及び訓練手当を受給できない方
③ 世帯の主たる生計者である方（原則として、前年の状況によります。）
④ 年収が２００万円以下で、かつ、世帯全体の年収が３００万円以下の方
⑤ 世帯全体で保有する金融資産が８００万円以下の方
⑥ 現在住んでいるところ以外に、土地・建物を所有していない方
⑦ 過去３年間に丌正行為により、国の給付金等の支給を受けていない方

毎月、訓練の出席日数が８割以上である場合に、訓練・生活支援給付金が支給されます。出席日数
が８割に満たない場合は、それ以後の給付金は支給されません。

また、訓練・生活支援給付を受けた月数が、それ以前に訓練・生活支援給付を受けた月数と合計し
て２４か月を超える場合には、支給は終了します。
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Ａ３．訓練・生活支援給付の受給資格認定申請に必要な主な書類は、次のとおりです。
これらの書類についてご用意いただくことが困難な場合は、ハローワークにご相談ください。

① 訓練・生活支援給付受給資格認定申請書（ハローワークにある所定の様式）
② 顔写真（３㎝×４㎝）
③ 本人確認書類（運転免許証、各種健康保険証、外国人登録証明書、旅券等）
④ ハローワーク所長の受講勧奨通知書又は受講推薦通知書
⑤ 世帯の主たる生計者であることを確認する書類（世帯の構成者全員の前年の所得を証明する書類

（源泉徴収票、市区町村が発行する所得証明書等））
⑥ 年収を確認する書類（世帯の構成者全員の前月の収入を証明する書類（給不明細書又は年金、報

酬等が定期的に入金されていることが確認できる預金通帳等））
⑦ 金融資産を確認する書類（世帯の構成者全員の申請時の残高が１００万円以上のすべての預貯金

通帳又は残高証明書）
⑧ 被扶養者の有無を証明する書類（前年の源泉徴収票又は被扶養者氏名欄がわかる健康保険証等）
⑨ 給付金の振込先口座の通帳のコピー（氏名、口座番号がわかるもの）

Ｑ３．訓練・生活支援給付の受給資格認定申請のときには、どのような書類が必要ですか。

Ｑ４．訓練・生活支援給付の受給資格認定申請を行ったとき、その結果はどのようにわかるのですか。

Ｑ５．受給資格の認定を受けたあと、支給を受けるには、どのような手続きが必要ですか。

Ａ４．受給資格認定のときにハローワークに提出された書類は、中央職業能力開発協会に送付され、同協会
が審査を行います。審査により、受給資格が認定されたときは、受給資格認定通知書と受給資格者証が
申請者の住所に送付されます（受給資格者証は、以後の支給申請に必要となるので、大切に保管してく
ださい。）。丌認定のときは、丌認定の理由を記載した受給資格丌認定通知書が送付されます。

Ａ５．訓練開始後、毎月、訓練・生活支援給付支給申請書、委任状（第１回の支給申請のときのみ）、誓約
書を訓練の実施機関に提出することが必要です。訓練の実施機関は、申請書等を取りまとめ、出席状況
の証明と併せてハローワークで確認を受けて、中央職業能力開発協会に送付します。

第１回の支給申請は、訓練開始後、すぐに行ってください。また、それ以降は、受給資格者証に記載
がある算定基礎月の訓練が終了するごと（最後の申請は、算定基礎月の次の月の訓練を実施した日が
１０日となった日以降）に、速やかに行ってください。
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Ｑ９．雇用保険を受給していますが、訓練・生活支援給付を受けることはできますか。

Ｑ８．現在、公共職業訓練を受講している場合は、訓練・生活支援給付は受けられないのですか。

Ｑ６．訓練に８割以上出席しないと、訓練・生活支援給付は受けられないのですか。

Ｑ７．訓練・生活支援給付は、毎月いつ頃支給されるのですか。

Ａ６．訓練・生活支援給付は、毎月、訓練開始日から１か月ごと（算定基礎月ごと）の訓練が行われた日数
の８割以上の出席があったときに支給されます。出席日数が８割に満たない場合は、それ以後の給付金
は支給されません。

なお、訓練の効果を高めるためには、給付金の支給要件に関わらず、１０割の出席が望ましいことは
言うまでもありません。

Ａ７．訓練・生活支援給付の第１回の支給は、訓練の受講が決定後、速やかに受給資格認定申請を行い、訓
練開始後すぐに訓練の実施機関に支給申請書等を提出した場合には、訓練開始日から概ね２～３週間後
となります。それ以降は、毎月、訓練開始日から１か月ごと（支給算定月ごと）の訓練が終了するごと
に遅れずに訓練の実施機関に支給申請書等を提出した場合には、概ね同じ時期に支給されます。

Ａ８．現在、公共職業訓練を受講している方や受講の申込みをした方についても、訓練・生活支援給付の
受給資格認定申請を行う日に、翌日以降の訓練が実施される日が１０日以上ある場合は、訓練・生活支
援給付の受給資格認定申請を行うことができます。

Ａ９．雇用保険を受給している方が基金訓練を受講する場合は、雇用保険の受給が終了後、その後の訓練が
実施される日が１０日以上ある場合は、訓練・生活支援給付の受給資格認定申請を行うことができます。

雇用保険を受給している方が公共職業訓練を受講する場合は、訓練・生活支援給付の対象にはなりま
せん。
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Ｑ１０．訓練・生活支援給付のほか、貸付を受けることもできるのですか。

Ａ１０．訓練・生活支援給付の受給資格認定を受けた方で、訓練・生活支援給付では生活費が丌足する方
を対象に、被扶養者のいる方は月額８万円、単身者には月額５万円を上限にした訓練・生活支援資金
融資があります。申込みに当たっては、ハローワークにおいて、訓練・生活支援給付の受給資格認定
申請を行うときに訓練・生活支援資金融資貸付要件確認書の交付を受けて、ご本人が指定された金融
機関に直接申し込むことが必要です。訓練・生活支援給付が受けられても、金融機関における審査の
結果、貸付は受けられないことがあります。


